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第１節 健康危機管理 

 

１ 健康危機管理に関する研修会・連絡会 

表１ 研修会の開催状況                                    （令和７年度） 

実施日時 

開催場所 
内     容 参集者 

参加 

人数 

令和 7 年 6 月 19 日（木） 

14：00～16：00 

 

石川中央保健所 

「健康危機管理体制に係る所内研修・訓練」 

・防護服着脱訓練 

・患者搬送について 

保健所職員 13 名 

令和 7 年 7 月 28 日（月） 

14：00～16：00 

 

石川中央保健所  

「健康危機管理体制に係る所内研修・訓練」 

・災害時の県職員・保健所職員の対応について 

・アクションカードについて 

・通信機器の取扱いについて 

・アクションカードを用いた実動訓練 

保健所職員 22 名 

令和 7 年 11 月 17 日（月） 

  14：00～16：00 

 

石川中央保健所 

「健康危機管理体制に係る所内研修・訓練」 

・復命「DHEAT 基礎研修」「東海北陸ブロック DHEAT 研修」 

・アクションカード【各課業務編】について 

・AED の使い方について 

保健所職員 23 名 

令和 7 年 12 月 18 日（木） 

10：00～11：00 

 

 石川中央保健所 

「健康危機管理体制に係る所内研修・訓練」 

・鳥インフルエンザについて 

石川中央保健福祉

センター職員 

河北地域センター

職員 

25 名 

令和 7 年 12 月 23 日（火） 

13：30～15：30 

 

石川中央保健所 

「健康危機管理体制に係る所内研修・訓練」 

・食中毒について 

・IHEAT 要員との交流会 

石川中央保健福祉

センター職員 

IHEAT 要員 

17 名 

 

表２ 連絡会の開催状況 

実施日時 

開催場所 
内     容 参集者 

参加人

数 

令和 8 年 1 月 28 日（水） 

  10：00～12：00 

 

石川県庁 

「災害時の保健活動連絡会」 

・災害時の保健医療福祉活動体制の強化について 

・かほく市の取り組みについて 

  アクションカード・マニュアル作成 

  保健医療福祉班の立上げ訓練 

避難所における保健活動訓練 

管内市町災害時

保健活動担当者 
15 名 



58 
 

 

第 1 回 

令和 7 年 6 月 30 日（月） 

14：00～16:00 

 

第 2 回 

令和 7 年 11 月 28 日(金) 

    13:30～16:00 

 

第 3 回 

令和 8 年 3 月 5 日(木) 

    9:30～11:30 

 

いずれの回も石川県庁 

 

 

「管内行政栄養士連絡会」 

第 1 回 

・災害対応の栄養士業務について 

・栄養・食生活支援初動対応（アクションカード）の検討 

第 2 回 

・栄養・食生活支援初動対応（アクションカード）の検討 

・災害時のアレルギー対応について 

第 3 回 

・災害時のアレルギー対応について 

・災害時の保健・医療・福祉分野の対応について 

 

管内市町栄養士 

 

第 1 回 

10 名 

 

第 2 回 

12 名 

 

第 3 回 

10 名 

 

２ 高齢者施設等における感染症対応力強化事業 

（１）会議、連絡会の開催 

会議や連絡会を開催することによって、管内の医療体制整備や高齢者施設と医療機関の連携体制の構築を図るこ 

   とを目的とする。 

 

表１ 会議、連絡会の開催状況                               （令和 7 年度） 

事業内容 
実施月日 

開催場所 
参集者 内容 参加人数 

石川中央高齢者施設

等感染症対策協議会

（地区協議会） 

令和 8 年 2 月 17 日(火) 

19:00～20:30 

 

石川県庁 

感染対策向上加

算算定医療機

関、専従の感染

管理認定看護師

（ICN）、郡市医

師会、高齢者施

設等関係団体等 

・高齢者施設と医療機関の連携強化 

・管内 ICN による施設の感染症対応 

力強化 

16 名 

高齢者施設と感染管

理認定看護師（ICN）

の地区別連絡会 

① 白山野々市地区 

令和 7 年 9 月 1 日(月) 

14:00～16:00 

公立松任石川中央病院 

 

② 河北地区 

令和 7 年 9 月 26 日(金) 

14:00～16:00 

金沢医科大学病院 

管内医療機関感

染管理認定看護

師（ICN）等、高

齢者施設職員

（感染症対策の

中心となる職

員） 

・高齢者施設等の感染症対応力強化 

事業について 

・石川中央保健所内での取り組みに 

ついて 

（高齢者施設への実地指導等） 

・ICN による感染症対応力向上の 

ためのミニレクチャー 

①37 名 

②14 名 

ICN 連絡会 

①令和 7 年 8 月 22 日(金) 

②令和 7年 10月 10日(金) 

③令和 8 年 1 月 27 日(火) 

管内医療機関感

染管理認定看護

師（ICN） 

・施設における平時からの感染症対 

応力強化のための仕組みづくり 

・実地支援の進め方 

・感染症対策ハンドブック Q＆A の 

作成、改訂について 

 

①6 名 

②8 名 

③10 名 
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（２）施設訪問及び実地支援 

   高齢者施設と医療機関の連携強化を図るため、協力医療機関締結の進捗状況の聞き取りを実施。また、施設の感 

染症対応力を強化するため、ICN とともに実地支援に出向き施設の感染症対応状況の確認や相談対応を実施した。 

 

表２ 施設訪問及び実地支援実施状況 

区分 内容 対象・件数 

施設訪問 

協力医療機関の届出結果において、 

・要件 1,2,3 のいずれかを定めていない施設 

・協力医療機関に第一種協定指定医療機関が含まれていない施設 

について、協力医療機関締結の進捗状況等の聞き取り 

管内の特別養護老人ホーム、介

護老人保健施設、介護医療院 

 

５施設 

実地支援 

・事前チェック表による状況確認 

・現地での聞き取り調査 

・施設内巡回及び対応助言 

・施設の基本情報、平面図の情報収集 

管内の特別養護老人ホーム、介

護老人保健施設、介護医療院 

 

15 施設 

 

（３）指導媒体の改訂、作成 

    感染症対策ハンドブックの改訂、Ｑ＆Ａの作成 
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第２節 関係機関との連携 

１ 地域保健医療福祉連携対策連絡会  

表１ 地域保健医療福祉連携対策連絡会の開催状況                              (令和７年度) 

会 議 名 
実施日 

開催場所 
参 集  者 出席人数 目   的 会  議  内  容 

石川中央医療圏地

域・職域連携連絡

会 

令和7年 

7月24日(木)  

石川県庁 

石川産業保健総合支援セ

ンター、石川中央地域産

業保健センター、全国健

康保険協会石川支部、金

沢衛生管理者研究会、白

山商工会議所、管内各市

町の保健事業担当課、石

川県健康推進課 

15名 

 

地域・職域における

取り組み等の共有、

及び、保健資源の相

互活用や保健事業

の共同実施などに

ついての協議。 

 

 

 

・石川中央医療圏の健康課題について 

・各機関の取り組みについて 

 

保健所運営協議会 

令和8年 

2月5日（木） 

県庁 

郡市医師会、歯科医師会、

薬剤師会、社会福祉協議

会、女性協議会、保育園、

食品衛生協会、食生活改

善推進協議会、市町の代

表 

21名 

 

保健所の所管区域

内の地域保健及び

保健所の運営に関

する事項の審議 

 

 

 

・石川中央保健所の事業概要について 

・石川中央保健所健康危機対処計画

（感染症）について 

・高齢者施設等における感染症対応力

強化事業について 
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２ 糖尿病重症化予防ネットワーク事業 
糖尿病医療の連携を強化し、重症化を予防するため、県では第６次石川県医療計画（H25～）から地域ごと（郡市医師会単位）で

協議会を設置することとし、様々な取り組みが行われている。当所は委員として参加するとともに、協議会事務局を積極的に支援

している。 

 

表２ 管内糖尿病重症化予防ネットワーク協議会の開催状況              （令和 7 年度） 

  

 

白山野々市地区糖尿病重症化予防ネット

ワーク協議会 

河北地区糖尿病発症・重症化予防ネットワー

ク協議会 

委員 公立松任石川中央病院、公立つるぎ病院、

医師会、眼科医会、歯科医師会、薬剤師

会、栄養士会、白山市、野々市市、保健

福祉センター 

金沢医科大学病院、河北中央病院、医師会、

眼科医会、歯科医師会、薬剤師会、職域（金

沢医科大学、PFU）、かほく市・津幡町、内灘

町、保健福祉センター 

事務局 公立松任石川中央病院 金沢医科大学病院 

協議会 ① 令和 7 年 7 月 29 日（火）21 名参加 

②令和 7 年 11 月 26 日（水）21 名参加 

③令和 8 年 3 月 26 日 書面 

 

①令和 7 年 6 月 13 日（金）25 名参加 

②令和 8 年 3 月 27 日 書面 

主な事業 

内容 

・医師向け糖尿病スキルアップ研修会 

・コメディカル研修会 

  テーマ「糖尿病と災害について」 

・症例検討会 

・市民向け出前講座 

   

・「保健医療連携体制」の取り組み継続 

・河北郡市の健康まつり等における糖尿病発

症・重症化予防の普及啓発 

・河北郡市糖尿病懇話会 

  かほく市、内灘町の症例検討 

・糖尿病を知ろう！勉強会 
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３ 市町支援 

  

（１）保健福祉事業連絡会               

  各事業で管内市町担当者連絡会を開催し、現状や課題等を共有し意見交換した。（各事業の項に詳細あり） 

    ・特定健診・特定保健指導担当者情報交換会 

    ・がん検診担当者連絡会 

    ・母子保健担当者連絡会 

    ・精神保健福祉担当者連絡会 

 

(２）市町人材育成  

   管内保健師の専門性向上、顔の見える関係性づくりを目指し、研修を開催した。（研修の項に詳細あり） 

    ・新任期保健師研修フォローアップ研修会  

    ・保健師リーダー連絡会  

 

（３）市町支援実績            

  市町職員に対する研修・指導、市町が主催した会議等への参加による支援 

 

表３ 市町支援状況                                          (令和７年度) 

 

 
保

健

計

画

の 

策
定
・
地
区
診
断 

母

子

保

健 

健

康

増

進 

介

護

予

防 

生

活

支

援 
歯

科

保

健 

感

染

症 

精

神

保

健

福

祉 

難

病 

介

護

保

険 

健

康

危

機

管

理 

そ

の

他 

計 

実 施 回 数

（回） 
0 116 16 11 4 0 41 0 12 7 18 225 

参 加 延 人 数

（人） 
0 1,012 115 69 13 0 205 0 62 46 37 1,559 
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第３節  調査研究  

 

１  北陸公衆衛生学会（第５２回） 
    開催日 :令和７年１１月２１日（金）   開催地：石川県金沢市   発表方法：口頭発表  

 

石川中央保健福祉センターにおける自殺未遂者支援の取り組みについて  

 
○大野  有加、麻生  有佑未、竹本  玲湖、北村  誠一、北野  浩子、大矢  紀子、木曽  啓介（石川

県石川中央保健福祉センター）  

 

〔目的・背景〕  

自殺未遂者（以下、未遂者）の 4割以上が過去に自殺未遂の経験を有するとの調査報告もあり、再発防

止の観点からも未遂者に対する支援が重要である。今回、当センターで行っている未遂者支援の取り組

みについて報告する。  

〔取組・結果〕  

１．自傷行為・自殺未遂者支援連絡票による連携  

 平成 30年度から、管内の精神科病棟を持つ救急告示医療機関の１機関と自傷行為・自殺未遂者支援の

ための連携事業を開始した。その内容は、救急搬送される等医療機関が把握した未遂者やその家族に、

本事業の趣旨説明を行ってもらい、同意が得られた者について、「自傷行為・自殺未遂者支援連絡票」

を用いて、当該医療機関から当センターに情報提供をいただき、その後、当センターにて個別支援を行

うものである。会議等で事業を周知してきた結果、今年度は 2機関で実施をしている。支援状況につい

ては、昨年度までの 7年間に受理した 57件の連絡票のうち、直近 2年分 22件の現況を分析したところ、継

続支援 2件（ 9.1％）、支援終了 9件（ 40.9％）、途中離脱 4件（ 18.2％）、連絡拒否 5件（ 22.7％）、再

入院 2件（ 9.1％）であった。支援終了者の支援期間は、3か月以内 3件（ 33.3％）、1年未満 5件（ 55.6％）、

1年以上 1件（ 11.1％）であった。また、支援終了の目安は、病状が安定かつ家族や地域の関係機関の支

援が十分得られていること、一方で、継続支援の目安は、未遂を繰り返していることや独居世帯とした。

関係機関との連携については、連絡や同行訪問が 7件（ 31.8％）、ケア会議の開催が 3件（ 13.6％）であ

った。  

２ . ケース連絡会議の開催  

 連携機関のスタッフと年 1回ケース連絡会議を開催し、当センターの支援状況や受診状況、主治医の

見立て等について報告すると共に、支援方針を検討した。  

３．自殺対策地域連携会議の開催  

 管内の医療機関、警察、消防、市町等と年 1回連携会議を開催している。昨年度は、事例検討を通し

対応への理解を深めるとともに、各機関の支援体制について情報交換を行った。  

〔考察〕  

 この連携事業はまだ開始して間もなく、ケースとの関係づくりや支援終了時期の判断が難しい。また、

新たなケースが増えていく中で、命に関わるような事例も含め、限られたマンパワーで支援を行う必要

があり、担当者の負担も大きい。今後は、ケースを積み重ね、経験を他のケースにも生かしていくとと

もに、関係機関との連携強化や支援体制の整備を行い、関係者同士の支援ネットワークを作り、地域全

体で未遂者を見守り支えていくことが、再発防止とかけがえのない命を大切にしていくことに繋がると

考える。  
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２  日本環境感染学会（第４０回） 
    開催日 :令和７年７月１０日（木）～１２日（土）開催地：神奈川県横浜市  発表方法：ポスター

発表  
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３  生活と環境全国大会（第６９回） 
    開催日 :令和７年１０月１６日（木）、１７日（金）開催地：宮城県仙台市  発表方法：口頭発表  

 

令和６年能登半島地震・奥能登豪雨における生活衛生関係支援事業及び環境衛生監視員と

しての対応 

 

中村 萌里 

 

１．はじめに 

 令和６年１月１日に発生した令和６年能登半島地震は、最大震度７を観測する大災害となった。能登地域を中心に上下

水道等のライフラインや道路等のインフラ施設に甚大な被害が発生し、広範囲で液状化現象や地盤隆起等の地形変化も発

生した。 

 石川県では、被災者に対し、入浴支援や洗濯支援といった生活衛生関係支援事業を実施した。特に被害が大きかった奥

能登地域を管轄する石川県能登北部保健福祉センターには、生活衛生関連施設の衛生管理や再建に関する相談、宿泊施設

の不足に伴う新規宿泊事業に関する相談が増加した。また、環境衛生監視員として、地震後に営業を再開した公衆浴場等

に対する監視・指導に取り組んだ。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真１ 令和 6 年能登半島地震で倒壊した家屋（左）及び令和 6 年奥能登豪雨により浸水した仮設住宅（右） 

 

２．生活衛生関係支援事業 

２．１ 入浴支援 

入浴設備の無い避難所への避難や断水により、１次避難所や自宅において入浴できない被災者が多数発生した。また、

能登地域以外へ広域避難する場合についても、避難先が体育施設等の場合には、十分な入浴機会を確保することが困難な

状況であった。 

そこで石川県では、協力公衆浴場を募集し、入浴ができない被災者を対象に入浴支援を実施した。対象者には初回利用

時に無料入浴証明書を発行し、証明書を提示することで、協力公衆浴場を無料で利用できるようにした。被災者の入浴料

金は県が負担し、災害救助法に基づき国に請求した。支援が終了した令和７年４月までに、延べ約 84 万人がこの支援制

度を利用した。 

２．２ 洗濯支援 

断水等により、避難所生活において洗濯ができない被災者が多数発生した。発災当初、クリーニング業者が被災地を回

って洗濯物を回収し、無料で洗濯するボランティアを実施していたが、令和６年２月から県による無料洗濯支援を実施し

た。県の洗濯支援では、市町が選定した対象避難所を県の委託を受けたクリーニング業者が定期的に巡回し、避難者の洗

濯物を無料で回収し洗濯した。被災者の洗濯料金は県が負担し、災害救助法に基づき国に請求した。本支援は 58 ヶ所の

避難所で実施された。 

 

３．環境衛生監視員としての対応 

３．１ 相談対応及び再建の状況 

 発災直後は道路状況が悪く電話も不通であり、生活衛生関連施設の被害状況の確認にも困難を極める中で、復旧工事業

者やボランティアが宿泊する場所が不足し、断水中の施設からの衛生管理に関する問い合わせや、空き家等を利用した新

規宿泊事業に関する相談が多数寄せられた。 

コンテナハウスや仮設商店街等の特殊な施設を活用して、理・美容所や旅館の営業を再開しようとする事業者において

は、設備基準への適応等の対応に苦慮する事例も少なくなかった。 

 

３．２ 公衆浴場への監視・指導 

 地震後の休業期間や利用者の増加により衛生環境の悪化が懸念されたことから、入浴支援に協力していた奥能登地域の

公衆浴場 13 施設に対し、衛生管理についての監視・指導を実施した。管理者から設備破損や浸水の被害、再開時の消毒・ 
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洗浄やレジオネラ属菌検査の実施の有無等を聞き取り、残留塩素濃度と浴槽水 ATP値を測定したところ、適切な衛生管理

を実施できていない施設が多くあった。利用者が増加したことで衛生管理が不十分になっていた施設や、地震後に担当者

が変わり衛生管理方法が引き継がれていない施設もあったため、換水頻度の見直し、残留塩素濃度の管理、衛生管理方法

のマニュアル化等を指導した。 

 また、被災地で注意すべき感染症のひとつであるレジオネラ症の患者の届出件数が地震後に増加した。患者の中には、

公衆浴場を利用した人や被災した建物の片付けや解体に従事した人がいたが、集団発生はなく、いずれも原因の特定には

至らなかった。 

 

４．おわりに 

 支援事業については協力事業者の負担や支援対象者の把握等における課題もあったため、災害時にどのような問題が発

生し得るかについて過去の災害事例から予想し、対応を予め検討しておくことが大切である。 

災害時は平常時と同等の衛生管理ができず、公衆浴場では営業再開時に衛生管理が杜撰になる傾向があったため、衛生

管理方法の再周知のために主要施設を巡回することは効果的であった。復旧復興作業は続いているため、施設の監視・指

導を強化し、継続すべきである。 
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第４節 指導監査・実地指導 
 

  県では、社会福祉施設の事務処理及び運営等が適切に行われること、また介護サービス事業者のサービスの質の確

保・向上を図ることを目的に施設監査及び実地指導を行っている。当センターは、県が実施する指導監査及び実地指導

において、利用者及び職員の健康管理、感染症予防及び衛生管理等について確認している。 

 

 

１ 社会福祉施設指導監査 
 

 表１ 社会福祉施設指導監査状況                 （令和 7 年度） 

 老人福祉施設 児童福祉施設 障害者施設 

件数 １１ ５０ ２ 

 

 

２ 介護保険施設等実地指導 
 

表 2 介護保険施設等実地指導状況                                 （令和 7年度）                                          

 

 

区分 

介

護

老

人

福

祉

施

設 

介

護

老

人

保

健

施

設 

介
護
療
養
型
医
療
施
設 

介

護

医

療

院 

居宅介護サービス 

居

宅

介

護

支

援 

訪

問

介

護 

訪

問

入

浴 

訪

問

看

護 

訪

問

リ

ハ 

居

宅

療

養 

通

所

介

護 

通

所

リ

ハ 

短

期

生

活 

短

期

療

養 

特

定

施

設 

福

祉

用

具 

件数 5 3 0 0 0 0 0 0 0 0 7 1 9 2 5 0 

 

 

３ 介護保険市町（保険者）事務支援 

県では、介護保険法第 5 条第 197 条第 1 項及び地方自治法第 245 条の 4 の規定に基づき、介護保険制度の円滑な実

施を図ることを目的に、介護保険者である市町の事務支援を実施している。当センターは、県が実施する事務支援にお

いて、要介護（要支援）認定に関する事務及び介護認定審査会に関する事務について確認している。 

 

 表３ 介護保険市町（保険者）事務支援状況 （令和 7 年度） 

区分 市町名 

実地調査 かほく市、白山市 

書面調査 金沢市、野々市市、津幡町、内灘町 
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第５節 研修・学生指導 
 

１ 地域保健従事者への研修・連絡会 
 健康課題解決のため、関係者への知識・技術等の習得に係る研修・連絡会を企画し実施した。 

 

表１ 地域保健従事者向け研修等の状況                                  (令和7年度) 

項目 日時・会場 対象 内容 参加者数 

特定健診・特定

保健指導情報

交換会 

 

令和7年10月31日（金） 

14：00～16：20 

 

石川県庁 

 

管内市町特定健

診・特定保健指

導担当者 

 

情報交換 

  ・特定健診受診率向上対策について 

  ・集団健診の予約システムについて 

  ・メールやzoomなどによる保健指導について 等 

     

11名 

がん検診関係

者連絡会 

 

令和7年9月18日（木） 

14：00～16：00 

 

 石川県庁 

 

管内市町がん検

診担当者 

 

情報交換 

  ・受診率向上に向けた方策について 

  ・精検受診率について 

  ・検診の精度管理について 

 

11名 

新任期保健師

研修フォロー

アップ研修会 

令和8年2月13日（金） 

13：00～17：00 

 

 石川中央保健福祉センター 

管内の新任

保健師、指導

者（今年度は

南加賀 HC と

合同開催） 

事例検討 

講師：県立看護大学  

教授兼附属地域ケア総合センター長 塚田 久恵 氏 

・新任者3名の事例について検討 

11名 

保健師リーダ

ー連絡会 

令和7年7月2日（水） 

10：00～12：00 

 

 石川県庁 

管内市町の

保健師リー

ダー（統括保

健師等） 

情報交換 

  ・災害時の保健活動について 

  ・人材確保・人材育成について 

   

16名 

特定給食施設

調理従事者等

研修会 

令和8年2月17日（火） 

14:00～15:30 

 

オンライン開催 

 

学校、病院、

児童福祉施

設、高齢者施

設、事業所等

の特定給食

施設に勤務

する調理従

事者等 

講演「集団給食施設の衛生管理について」 

  講師：当所食品保健課職員 

情報提供 

「石川中央管内における児童・生徒の肥満やせの状況」 

講師：当所企画調整課職員 

情報提供：「栄養管理報告書の様式改正について」 

  講師：当所企画調整課職員 

 

135名 
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管内栄養士等

研修会 

令和7年12月16日（火） 

14:00～16:00 

 

オンライン開催 

 

特定給食施

設等の栄養

管理担当者、

管内市町栄

養士等 

 

報告：「南加賀管内特定給食施設等における災害等の体制状

況について」 

  講師：南加賀保健福祉センター企画調整課 浦上技師 

講演「給食施設におけるBCPの重要性-経験者が語る災害時

の給食の落とし穴-」 

  講師：恵寿総合病院 管理栄養士 小蔵 要司 氏 

 

71名 

歯周病予防対

策研修会 

 

令和7年12月11日（木） 

15:00～16:00 

 

ハイブリッド開催 

 

 

管内市町歯

科保健担当

者 

 

講演「歯周病と糖尿病の関連について」 

  講師：石川県歯科医師会 公衆衛生担当理事  

小林歯科医院 院長 小林 憲一 氏 

 

8名 

 

２ 医師臨床研修  

平成１６年度から医師に対する２年間の臨床研修が必須化（医師法等の一部改正）され、「地域保健・医療」研修の一環として 

保健所における研修を実施している。 

 

表２ 医師臨床研修受入れ状況                                     (令和７年度) 

 

３ 学生実習指導等  
 

（１）学生実習オリエンテーション 

 看護学生及び公衆栄養学実習生に対する保健所の業務内容の説明 

 
表３－１ オリエンテーション開催状況                                 (令和７年度) 

日時 学校 参加者数 

令和7年4月23日（水） 

石川県立看護大学 

91名 

金沢医科大学看護学部 

金沢大学医薬保健学域保健学類看護学専攻 

金城大学公衆衛生看護学専攻科 

金沢学院大学栄養学部栄養学科 

 

 

 

 

 

 

病 院 名 研修医数 研 修 期 間 

県立中央病院 2名 令和７年11月10日（月）～11月23日（日） 
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（２）現地実習 

 看護学生、管理栄養士学生に対する各課担当者からの講義及び演習等  

 
表３－２ 現地実習状況                                        (令和７年度) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
                   

学 校 名 学生数 実 習 期 間 

県立看護大学 55名（3G） 令和7年5月、6月         （1日間） 

金沢医科大学看護学部 16名 令和7年6月            （2日間） 

金沢大学医薬保健学域保健学類看護学専攻 4名 令和7年7月            （2日間） 

金城大学公衆衛生看護学専攻科 11名 令和7年9月            （1日間） 

金沢学院大学栄養学部栄養学科 8名 令和7年8月～9月          （5日間） 


